
] 期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次の通りであります。
（単位：千円）

貸借対照表計上額
（＊１） 時価（＊１） 差額（＊１）

\ 現金及び預金 8¶577¶641 8¶577¶641 `

] 国立大学財務・経営センター
債務負担金（＊２）

(4¶297¶711) (4¶734¶613) (� 436¶901)

^ 長期借入金（＊３） (1¶468¶828) (1¶496¶763) (� 27¶935)

_ 未払金（＊４） (8¶091¶244) (8¶126¶140) (� 34¶916)

（＊１） 負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。
（＊２） 国立大学財務・経営センター債務負担金には、一年以内返済予定国立大学財務・経営セ

ンター債務負担金を含んでおります。
（＊３） 長期借入金には、一年以内返済予定長期借入金を含んでおります。
（＊４） 未払金には、長期未払金を含んでおります。

附 属 明 細 書
\ 固定資産の取得及び処分、減価償却費（「第83 特定の償却資産の減価に係る会計処理」による損益外減価償却相当額も含む。）並びに減損損失の明細

（単位：千円）

資 産 の 種 類 期 首 残 高 当期増加額 当期減少額 期 末 残 高
減価償却累計額 減損損失累計額

差引当期末残高 摘 要
当期償却額 当期損益内 当期損益外

有 形 固 定 資 産
（特定償却資産）

建 物 15¶878¶249 1¶508¶707 221¶271 17¶165¶685 5¶214¶835 723¶603 ` ` ` 11¶950¶849

構 築 物 1¶338¶202 186¶070 470 1¶523¶802 770¶295 71¶642 ` ` ` 753¶507

機 械 装 置 2¶671¶298 ` ` 2¶671¶298 2¶002¶449 158¶082 ` ` ` 668¶848

工具器具備品 366¶826 218¶224 11¶280 573¶770 286¶088 44¶628 ` ` ` 287¶681
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２．損益計算書関係

\ 当期総利益のうち、法人移行時における固有の会計処理等に起因するもの

{ 国からの承継時において、附属病院の建物、構築物等の時価評価等により、借入金見合いの

資産の額が、当該借入金に係る債務負担額を下回っていたこと等によるもの

附属病院に関する借入金の元金償還額 667¶446千円

当該借入金により取得した資産の減価償却費 497¶233千円

当期総利益に与える影響額（差引き） 170¶213千円

| 国立大学法人等が獲得した附属病院収益と診療機器等に係る減価償却費見合いの資産見返物

品受贈額戻入が二重になっていることによるもの

法人化時に国から承継した資産見返物品受贈額のうち、対応する資産の減価償却費が診療

経費に分類されるものに関する資産見返物品受贈額戻入の額 6¶039千円

G G G G G G G G

176¶253千円

３．キャッシュ・フロー計算書関係

\ 資金の期末残高の貸借対照表科目別内訳

現金及び預金 8¶577¶641千円

定期預金 � 300¶000千円

G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G G

期末資金残高 8¶277¶641千円

] 重要な非資金取引

{ ファイナンス・リースによる資産の取得 839¶535千円

| 現物寄附による資産の取得 83¶354千円

４．重要な債務負担行為

該当事項ありません。

５．金融商品関係

\ 当法人は資金運用については、預金、国債、地方債及び政府保証債に限定し、資金調達につい

ては国立大学財務・経営センターからの借入れに限定しております。

資金運用にあたっては国立大学法人法第35条が準用する独立行政法人法第47条の規定に基づき

運用しておりますが、当期末については該当する資産は保有しておりません。

国立大学財務・経営センター債務負担金及び長期借入金の使途は附属病院の整備資金であり、

文部科学大臣の事前承認に基づいて借入れを実施しております。

~ 金融商品の時価の算定方法
\ 現金及び預金
短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお
ります。

] 国立大学財務・経営センター債務負担金、及び^長期借入金
これらの時価については、元利金の合計額を新規に同様の借入を行った場合に想定される利
率で割り引いて算定する方法により算定しております。

_ 未払金
短期間で決済されるものについては、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額
によっております。前記以外のものについては、支払期間及び信用リスクを加味した利率で割
り引いて算定する方法により算定しております。

６．賃貸等不動産関係
当法人は、佐賀市その他の地域において、賃貸等不動産を保有しておりますが、賃貸等不動産の
総額に重要性が乏しいため、注記を省略しております。
７．重要な後発事象
該当事項ありません。

˜
š
�
�


		2010-09-06T15:51:48+0900
	C=JP, O=National Printing Bureau, CN=Vice President
	国立印刷局
	（なし）




